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１．はじめに 

現在、わが国の共働き世帯数は 1300 万

世帯を超え、片働き世帯数を上回っており
１)、多くの労動者は、男女問わず仕事の役

割と家庭の役割とを両立させることが、重

要になっている２)。近年では、産業構造の

変化(製造業からサービス業へ)、働き方の

多様化(裁量労働制、在宅勤務等)などから、

仕事の時間と仕事以外の時間との明確な区

別が難しくなっており３)、仕事と生活の調

和(ワーク・ライフ・バランス)は、労動者

にとって重要な課題となっている。 

労動者を対象としたワーク・ライフ・バ

ランス研究では、仕事と家庭の 2つの役割 

から生じる役割葛藤４)が、ストレス反応や

組織行動・態度に影響する５)ことが明らか 

にされている。また、近年では、２つの領

域間の役割葛藤は、仕事から家庭への葛藤

（仕事役割における状況や経験が家庭役割

における状況や経験に影響を及ぼす）と家

庭から仕事への葛藤（家庭役割における状

況や経験が仕事役割における状況や経験に 

影響を及ぼす）の２方向に区別することが

重要であると言われている６)、７)、８)、９)。さ 

らに、ワーク・ライフ・バランスは個人内 

 

で影響を及ぼす（仕事から家庭への葛藤、

家庭から仕事への葛藤）だけでなく、個人

間の健康に関しても相互に影響を及ぼし合

っている（夫から妻へ、妻から夫へ）こと

が明らかにされている９)。 

近年では、共働き夫婦の働き方やワー

ク・ライフ・バランスのあり方が、子ども

（主に未就学児）の生活習慣や精神的健康

に及ぼす影響について検討が行われている。

たとえば、両親のワーカホリズムと子ども

の肥満傾向との関連を検討した研究 10)、両

親のワーク・エンゲイジメントおよびワー

カホリズムと子どもの情緒・行動問題との

関連を検討した研究 11)、両親のワーク・ラ

イフ・バランスおよび精神的健康と子ども

の情緒・行動問題との関連を検討した研究
12)などが行われている。しかし、子どもの

情緒・行動問題が、親のワーク・ライフ・

バランスや精神的健康、主観的幸福感に及

ぼす影響について検討した研究はほとんど

ない。 

そこで、本研究では、未就学児をもつ共

働き夫婦を対象とし、子どもの情緒・行動

問題と、親のワーク・ライフ・バランス、

精神的健康、および主観的幸福感との関連
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を横断的に検討することを目的とした。 

 

２．調査研究方法の概要 

（１）調査対象 

本研究は、2009 年から開始され 2016 年

現在も継続している「東京大学ワーク・ラ

イフ・バランスと健康に関する調査（Tokyo 

Work-life Interface Study: TWIN Study）」

の一部であり、2011 年から 2013 年の３年

間のコホート研究である TWIN Study II の

ベースライン調査のデータを使用した。

TWIN Study II は、東京都内の２区に居住

する未就学児をもち、区立あるいは私立の

認可保育園に子どもを通わせる共働き夫婦

678 世帯を対象とした自記式質問票による

大規模縦断研究である。質問票は、父親、

母親および子どもの３票を１世帯に郵送し、

回答後各質問票を個別に厳封の上、返送す

るように参加者に依頼した。子どもの質問

票は、父親あるいは母親が回答するように

依頼した。TWIN Study II では、678 世帯の

うち 413 世帯(父親 344 名、母親 409 名、子

ども 406 名)が質問票を返送した（回答率

60.9％）。本研究では、２歳以上６歳以下の

子どもについて回答した世帯を対象とし、

育児休暇取得中の親が回答した世帯、父

親・母親および子どもの各使用変数に欠損

値のある世帯を除いた 194 世帯を分析対象

とした。 

 

（２）分析変数 

本研究では以下の変数を分析に使用し

た。 

①精神的健康（心理的ストレス反応） 

父親・母親の精神的健康は、Kessler ら
13)が開発した心理的ストレス反応尺度 K６

を使用した。K６日本語版は、Furukawa ら 14)

によって開発され、信頼性と妥当性が確認

されている。K６は、６項目からなる尺度で、

過去 30 日の心理的ストレス反応を測定し

（例: 「神経過敏に感じましたか」）、 

「０ = 全くない」から「４ = いつも」の

５件法で回答する質問票である。得点範囲

は、０から 24 点をとり、高得点ほど心理的

ストレス反応が高い。本研究は島田ら 12)

の先行研究を参考に、 ９点以上を心理的ス

トレス反応高群(父親 32 名、母親 37 名)、

８点以下を心理的ストレス反応低群(父親

162 名、母親 157 名)とした。 

②主観的幸福感 

主観的幸福感は、全く幸福でない（１）

から、どちらでもない（５）、非常に幸福（10）

の 10 段階で測定した。得点範囲は、１から

10 点である。本研究では、得点の中央値に

より対象者を２群に分け、 ９-10 点を幸福

感高群(父親 132 名、母親 111 名)、８点以

下を幸福感低群とした(父親 62 名、母親 83

名)。 

 ③子どもの情緒・行動問題 

子どもの情緒・行動問題は、子どもの強

さと困難さ尺度 (Strengths and Difficul- 

ties Questionnaire: SDQ) ２歳から４歳児

対象版を使用した。SDQ は、Goodman ら 15)

によって開発され、日本語版は Matsuishi

ら 16)によって開発され、信頼性と妥当性が

確認されている。SDQ は、25 項目（例: 「他

人の気持ちをよく気づかう」）で構成され、

「あてはまる」「まああてはまる」「あては

まらない」の３件法で主に親が回答する、

子どもの行動スクリーニング尺度である。

SDQ は、行為、多動、情緒、仲間関係、向

社会性の５つの下位尺度から構成され、下

位尺度ごとの合計点を算出し、５つの下位

尺度の領域における支援の必要性に対して、

「ほとんどない」、「ややある」、「おおいに

ある」の３つに分類する。向社会性以外の
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行為、多動、情緒、仲間関係の４つの下位

尺度(20 項目)の合計(範囲０-40 点)を「子

どもの困難さ合計(Total difficulties 

Score: TDS)」とし、支援の必要性を測定す

る。本研究では、14 点未満を「支援必要な

し」、14 点以上を「支援必要あり」とした。

なお、本研究の対象者は厚生労働省の示す

日本の標準値(4-12歳、カットオフ値13点)

に比して「支援必要あり」群の割合が少な

かったため、島田ら 12)の先行研究にならい

英国のカットオフ値を採用することで境界

域の一部も「支援必要あり」群とした。 

④ワーク・ライフ・バランス（家庭から仕 

事への負の流出） 

ワーク・ライフ・バランスは、Geurts ら
17)が開発した Survey Work-home Interac- 

tion – NijmeGen: SWING) を使用した。日

本語版(SWING-J)は、島田ら 18)により開発

され、信頼性と妥当性が確認されている。

SWING は４つの下位尺度:１.仕事から家庭

への負の流出(例:「仕事が大変で、家庭で

イライラしてしまう」など３項目)、２.家

庭から仕事への負の流出(例:「家庭の問題

で悩んでいるために、仕事に集中するのが

難しい」など３項目)、３.仕事から家庭へ

の正の流出(例:「仕事で培ったスキルによ

って、家庭での作業(家事など)もよりうま

くこなすことができる」など５項目)、４.

家庭から仕事への正の流出(例:「家族・友

人と楽しい週末を過ごした後は、仕事もよ

り楽しく感じる」など３項目)から構成さ

れ、それぞれ４件法(「０ = 全くない」か

ら「３ = いつもある」)で回答する。本研

究では、「家庭から仕事への負の流出」４項

目（範囲０-９点）を使用した。数字が大き

いほど家庭から仕事への負の流失が大きい

ことを示す。本研究では、「ときどきある」

「よくある」「いつもある」を家庭から仕事

への負の流出「あり群」、「全くない」を家

庭から仕事への負の流出「なし群」とした。 

⑤共変量  

子どもの性別、子どもの年齢（連続量）、

親の年齢（連続量）、親の雇用形態（正規あ

るいは非正規）を共変量とした。 

 

（３）分析方法 

父親、母親および子どもの基本属性を求

めた。父親、母親、それぞれの精神的健康、

主観的幸福感、家庭から仕事への負の流出、

子どもの情緒・行動問題の平均値と標準偏

差、および各変数間のピアソン相関係数を

求めた。父親および母親の精神的健康、主

観的幸福感に関連する因子を求めるために、

父親および母親の心理的ストレス反応、主

観的幸福感を従属変数とし、子どもの情

緒・問題行動および家庭から仕事への負の

流出を独立変数とした強制投入法による多

重ロジスティック回帰分析を行った。モデ

ル１では、子どもの情緒・行動問題を投入

した。モデル２では、モデル１に加えて子

どもの年齢、子供の性、親の年齢、親の雇

用形態を投入した。モデル３では、モデル

２の変数に加えて、家庭から仕事への負の

流出を投入した。子どもの情緒・行動問題

が、父親および母親の心理的ストレス反応

および主観的幸福感へ影響するプロセスで、

家庭から仕事への葛藤の媒介効果を検証す

るために Sobel test19)を実施した。解析に

は、IBM SPSS for Mac Ver.23 を使用した。  

 

（４）倫理 

本研究は、東京大学医学部倫理委員会の

承認を得て実施された(承認番号 3245)。 
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３．調査結果の概要 

（１）解析対象者の基本属性 

表１に対象者の基本属性を示した。父

親・母親の平均年齢(標準偏差)は、それぞ

れ 40.2 歳(6.4)、38.3 歳(4.4)であった。

学歴は、父親・母親ともに大学卒が 50％を

越え、大学院卒は、父親で 20.1％、母親で

12.9％であった。雇用形態は、正規雇用が、

父親では 93.3％であるのに対し、母親は

73.2%であった。職種は高い順に、父親が、

専門・技術職（39.2％）、管理（19.1％）、

営業（13.9％）と続き母親では、事務

（45.9％）、専門/技術職（34.0％）、サービ

ス（8.8％）と続いた。子どもの調査票回答

者は、92.3％が母親であった。一世帯の子

どもの数の平均(標準偏差)は、1.6 人(0.7)

であった．調査対象となった子どもの平均

年齢は、3.6 歳(1.3)であった．性別は、男

児 51.0％、女児 49.0％だった。 

 

表１ 194 世帯の基本属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）各変数の平均値、標準偏差、および

変数間の相関係数行列 

表２に各変数の平均値と標準偏差およ

び変数間の単相関係数行列を示した。 ワー

ク・ライフ・バランスおよび心理的ストレ 

ス反応の平均値に関して、父親・母親間に

有意差は認められなかった。独立変数間の

関連では、父親の家庭から仕事への負の流

出、母親の家庭から仕事への負の流出、お 

よび子どもの困難さの３変数は、有意な相 

 

 

 

関を示した。従属変数と独立変数との関連

では、母親の心理的ストレス反応のみが、

父親の家庭から仕事への負の流出と母親の 

家庭から仕事への負の流出の２変数と有意

な相関を示し、父親の心理的ストレス反応、

父親の主観的幸福感、および母親の主観的

幸福感は、父親の家庭から仕事への葛藤、

母親の家庭から仕事への負の流出、および

子どもの情緒・行動問題の３変数と有意な 

相関を示した。 

人数 % 人数 % 人数 %

年齢 平均 40.2 38.3 3.63

標準偏差 6.4 4.4 1.3

範囲 24-64 26-47 2-6

教育歴 中学 1 0.5 0 0

高校 46 23.7 29 14.9

短大・専門学校 3 1.5 36 18.6

大学 105 54.1 104 53.6

大学院 39 20.1 25 12.9

雇用形態 正規 181 93.3 142 73.2

非正規 13 6.7 52 26.8

職種 専門・技術職 76 39.2 66 34.0

管理 37 19.1 9 4.6

事務 20 10.3 89 45.9

営業 27 13.9 11 5.7

サービス 13 6.7 17 8.8

生産技能・作業 7 3.6 0 0

保安 3 1.5 0 0

運輸・通信 4 2.1 0 0

その他 7 3.6 2 1

子どもの調査票回答者 15 7.7 179 92.3

父親 母親 子ども
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表２ 各変数の平均、標準偏差、範囲およびスピアマンの相関係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ロジスティック回帰分析の結果 

ロジスティック回帰分析の結果、父親の

心理的ストレス反応(表３)では、Model １

および２で、子どもの情緒・行動問題のオ

ッズ比（OR）が有意であったが(それぞれ 

OR=2.95、95%信頼区間（CI）1.19-7.30、 

 

 

p=0.02; OR=3.03、95%CI 1.21-7.60、p=0.02)、

Model ３では、家庭から仕事への負の流出

が有意なオッズ比を示したものの(OR=4.24、

95%CI 1.86-9.64、p<0.001)、子どもの情緒 

・行動問題のオッズ比は有意傾向(OR=2.55、

95%CI 0.97-6.69、p=0.06)となった。 

 

表３ 父親の心理的ストレス反応を従属変数とした多重ロジスティック回帰分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母親の心理的ストレス反応(表４)では、

Model １および２で、子どもの情緒・行動

問題のオッズ比が有意傾向を示していたが

(それぞれ OR=2.34、95%CI 0.96-5.69、 

p=0.06; OR=2.39、95%CI 0.96-5.98、p=0.06)、 

Model ３ではそれらの有意性が消失した 

 

(OR=1.79、p=0.27)。 Model ３では、家庭

から仕事への負の流出のオッズ比が有意で

あった(OR=7.03、  95%CI 3.05-16.21、

p<0.001)。 

 

 

**p<0.01  、* p<0.05

心理的ストレス反応低群 162 名、心理的ストレス反応高群 32 名、OR=Odds ratio、 95% CI= 95% 

Confidence interval、 Ref= Reference 

Model １ = 子どもの情緒・問題行動、 Model ２ = Model 1 + 子どもの年齢 + 父親の年齢 + 父

親の雇用形態 

Model ３ = Model 2 + 家庭から仕事の負の流出 

人数 OR p値 OR p値 OR p値

子どもの情緒・行動問題 支援必要なし 166 Ref Ref Ref

支援必要あり 28 2.95 1.19 7.30 0.02 3.03 1.21 7.60 0.02 2.55 0.97 6.69 0.06

子どもの年齢 194 1.11 0.81 1.52 0.52 1.15 0.83 1.59 0.42

子どもの性別 男児 99 Ref Ref

女児 95 1.77 0.80 3.90 0.16 1.73 0.75 3.96 0.20

父親の年齢 194 1.00 0.93 1.06 0.90 1.01 0.94 1.08 0.87

父親の雇用形態 正規 13 Ref Ref

非正規 181 1.03 0.21 4.98 0.98 1.47 0.28 7.72 0.65

家庭から仕事への負の流出 なし 139 Ref

あり 55 4.24 1.86 9.64 <0.001

95% CI 95% CI 95% CI

Model 3Model 2Model 1

平均 標準偏差 範囲 1 2 3 4 5 6 7

1 父親の精神的健康(心理的ストレス反応) 4.21 4.8 0-24 1 0.212 ** -0.561 ** -0.26 ** 0.541 ** 0.226 ** 0.182 *

2 母親の精神的健康(心理的ストレス反応) 4.81 4.8 2-22 1 -0.271 ** -0.597 ** 0.326 ** 0.501 ** 0.111

3 父親の主観的幸福感 7.75 1.6 2-10 1 0.412 ** -0.395 ** -0.295 ** -0.225 **

4 母親の主観的幸福感 7.80 1.8 1-10 1 -0.294 ** -0.424 ** -0.25 **

5 父親の家庭から仕事への負の流出 0.62 1.2 0-9 1 0.417 ** 0.189 **

6 母親の家庭から仕事への負の流出 0.63 1.2 0-9 1 0.168 *

7 子どもの情緒・行動問題(子どもの困難さ) 8.79 4.2 1-22 1
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表４ 母親の心理的ストレス反応を従属変数とした多重ロジスティック回帰分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

父親の主観的幸福感(表５)では、子ども

の情緒・行動問題のオッズ比が、Model １、

２および３のすべてで有意であり(それぞ

れ OR=0.22、95%CI 0.06-0.75、p=0.02; 

OR=0.21、95%CI 0.06-0.72、p=0.01;OR=0.23、

95%CI 0.07-0.82、p=0.02)、Model ３では、

家庭から仕事への負の流出のオッズ比も有

意であった(OR=0.43、 95%CI 0.02-0.96、 

p=0.04)。 

 

表５ 父親の主観的幸福感を従属変数とした多重ロジスティック回帰分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

心理的ストレス反応低群 157 名、心理的ストレス反応高群 37 名、OR=Odds ratio、 95% CI= 95% 

Confidence interval、 Ref= Reference 

Model １ = 子どもの情緒・問題行動、 

 Model ２ = Model 1 + 子どもの年齢 + 母親の年齢 + 母親の雇用形態 

Model ３ = Model 2 + 家庭から仕事の負の流出 

人数 OR p値 OR p値 OR p値

子どもの情緒・行動問題 支援必要なし 166 Ref Ref Ref

支援執拗あり 28 0.22 0.06 0.75 0.02 0.21 0.06 0.72 0.01 0.23 0.07 0.82 0.02

子どもの年齢 194 0.96 0.75 1.25 0.78 0.96 0.74 1.24 0.75

子どもの性別 男児 99 Ref Ref

女児 95 0.52 0.28 0.98 0.04 0.55 0.29 1.04 0.07

父親の年齢 194 1.01 0.96 1.06 0.74 1.00 0.95 1.06 0.94

父親の雇用形態 正規 13 Ref Ref

非正規 181 1.69 0.44 6.52 0.45 1.51 0.38 6.00 0.56

家庭から仕事への負の流出 なし 139 Ref

あり 55 0.43 0.20 0.96 0.04

Model 1 Model 2 Model 3

95% CI 95% CI 95% CI

主観的幸福感低群 132 名、主観的幸福感高群 62 名、OR=Odds ratio、 95% CI= 95% Confidence 

interval、 Ref= Reference 

Model １ = 子どもの情緒・問題行動、 Model ２ = Model 1 + 子どもの年齢 + 父親の年齢 + 

父親の雇用形態 

Model ３ = Model 2 + 家庭から仕事の負の流出 

人数 OR p値 OR p値 OR p値

子どもの情緒・行動問題 支援必要なし 166 Ref Ref Ref

支援執拗あり 28 2.34 0.96 5.69 0.06 2.39 0.96 5.98 0.06 1.79 0.63 5.06 0.27

子どもの年齢 194 1.49 1.09 2.02 0.01 1.63 1.16 2.30 0.01

子どもの性別 男児 99 Ref Ref

女児 95 1.74 0.82 3.69 0.15 2.16 0.94 4.93 0.07

母親の年齢 194 0.94 0.86 1.04 0.21 0.93 0.84 1.03 0.16

母親の雇用形態 非正規 52 Ref Ref

正規 142 1.06 0.46 2.44 0.90 1.27 0.52 3.14 0.60

家庭から仕事への負の流出 なし 133 Ref

あり 61 7.03 3.05 16.21 <0.001

Model 1 Model 2 Model 3

95% CI 95% CI 95% CI
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母親の主観的幸福感(表６)では、Model 

１、２および３で、子どもの情緒・行動問

題のオッズ比は有意でなかったが(それぞ

れ OR=1.00、95%CI 0.45-2.25、p=0.99; 

OR=0.99、  95%CI 0.44-2.25、  p=0.98; 

OR=1.25、95%CI 0.51-3.02、p=0.63)、Model 

３では、家庭から仕事への負の流出のオッ

ズ比が有意であった (OR=0.26、 95%CI 

0.13-0.52、 p<0.001)。 

 

表６. 母親の主観的幸福感を従属変数とした多重ロジスティック回帰分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの情緒・行動問題と、父親の心理

的ストレス反応および主観的幸福感との関

連における家庭から仕事への負の流出の媒

介効果を検証するために Sobel test19)を行

った。その結果、「子どもの情緒・行動問題」

→「父親の家庭から仕事への葛藤」→「父

親の心理的ストレス反応/父親の主観的幸

福感」の媒介過程がそれぞれ有意であった

（それぞれ z=2.24、 p=0.03; z=-2.37、 

p=0.02）。 

 

４．考察 

本研究では、未就学児をもつ共働き夫婦

を対象に、子どもの情緒・行動問題が、両

親の精神的健康や主観的健康感にどのよう

に関連しているかを検討した。 

本研究の対象世帯は、父親・母親ともに、

仕事では正規雇用として雇用の不安が少な

く、責任のある職務を遂行し、家庭では、

未就学児を養育するという、夫婦で仕事と

育児をやりくりしている特徴が示唆された。

本研究の対象世帯は、高い教育歴、正規雇

用の高い割合、職種の専門性が挙げられる。

教育歴では、大学院卒が、父親で 20％を越

え、母親でも 13％近く、大学卒を加味する

と、父親でおよそ 75％、母親で 67％が大学

以上の教育歴である。正規雇用は、父親は

90％を越え、母親においても 70％を超えて

いる。職種は、父親で 60％が、専門・技術

職と管理職に就き、母親では、事務職が

45％ともっとも高い一方で、専門・技術職

と管理職においても、40％である。2015 年

労働力調査 1)が示す労動者人口の正規職の

割合(男性 78.1％、女性 43.6％)と比較して

主観的幸福感低群 111 名、主観的幸福感高群 83 名、OR=Odds ratio、 95% CI= 95% Confidence 

interval、 Ref= Reference   

Model １ = 子どもの情緒・問題行動、 Model ２ = Model １ + 子どもの年齢 + 母親の年齢 + 母

親の雇用形態 

Model ３ = Model ２ + 家庭から仕事の負の流出

人数 OR p値 OR p値 OR p値

子どもの情緒・行動問題 支援必要なし 166 Ref Ref Ref

支援執拗あり 28 1.00 0.45 2.25 0.99 0.99 0.44 2.25 0.98 1.25 0.51 3.02 0.63

子どもの年齢 194 0.84 0.66 1.07 0.17 0.82 0.64 1.06 0.13

子どもの性別 男児 99 Ref Ref

女児 95 0.66 0.37 1.17 0.16 0.60 0.33 1.11 0.10

母親の年齢 194 0.99 0.92 1.06 0.78 0.99 0.92 1.06 0.75

母親の雇用形態 正規 52 Ref Ref

非正規 142 1.27 0.65 2.49 0.48 1.16 0.57 2.33 0.69

家庭から仕事への負の流出 なし 133 Ref

あり 61 0.26 0.13 0.52 <0.001

Model 1 Model 2 Model 3

95% CI 95% CI 95% CI
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も、本研究における対象世帯の親の正規職

の割合は高く、特に母親の正規雇用である

割合が高いことが特徴の一つである。 

子どもの情緒・行動問題が、父親・母親

の心理的ストレス反応および主観的幸福感

に影響を及ぼすプロセスは男女で異なる可

能性が示唆された。父親では、子どもの情

緒・行動問題が、心理的ストレス反応およ

び主観的幸福感に影響をし、さらに家庭か

ら仕事への負の流出が媒介している可能性

が示唆された。母親では、子どもの情緒・

行動問題は、心理的ストレス反応および主

観的幸福感に有意な関連は見られず、子ど

もの情緒・行動問題以外の別の要因が、家

庭から仕事への負の流出を媒介して、影響

している可能性が示唆された。共働き夫婦

を対象とした先行研究では、男女差がある

ことが指摘されている。育児や介護をして

いる夫婦が、柔軟な勤務形態、育児相談と

いった資源や情報提供、子ども手当てなど

のファミリー・フレンドリーな職場のサポ

ートを活用しても、ワーク・ライフ・バラ

ンスへの効果には男女差があった 20)研究

や、中流の共働き夫婦を対象としたワー

ク・ライフ・バランスに関する面接調査で、

夫と比較して、妻はワーク・ライフ・バラ

ンスにおいて仕事の割合を縮小する方策を

とり、特に未就学児をもつ夫婦では、この

傾向が強かった 21)研究がある。子どもの情

緒・行動問題が、父親・母親の心理的スト

レス反応および主観的幸福感に影響を及ぼ

すプロセスを検討した本研究においても、

先行研究と同様に男女差が見られた。父親

と比較して、母親は子どもと過ごす時間が

長い 22)ことから、父親よりも子どものこと

を理解している自負あるいは子どもの問題

に対する慣れがあり、育児を含めた家庭と

いう単位を大きく捉えているのかもしれな

い。 他方、父親は母親に比べて正規雇用の

割合が高く、生活の中に占める仕事の割合

も高いこと 23)が推察される。その結果、時

間的に限定された子どもとの関わりにおい

て、子どもの情緒・行動問題をネガティブ

にとらえやすく、その結果、家庭から仕事

への負の流出を媒介して、心理的ストレス

反応および主観的幸福感を高めたのかもし

れない。 

共働き労動者は、家庭や夫婦それぞれの

通勤を考慮した住環境の問題、夫婦のどち

らのキャリアを優先するかという問題を抱

え、ときにその問題に対して妥協策をとっ

ている 21)。この傾向は未就学児がいる共働

き夫婦ではさらに高まる 21)ことから、未就

学児をもつ共働き労動者は意に反したキャ

リアプランの変更を余儀なくされることが

考えられる。支援が必要な子どもは、親の

雇用、仕事のキャリア、パートナーにネガ

ティブな影響を与える 24)ので、子どもの情

緒・行動問題をかかえる労動者への性差を

考慮した支援という視点が、産業保健活動

に望まれるかもしれない。 

本研究の限界は以下の通りである。第１

に、本研究は横断データであり、因果の関

係までは言及できない。今後は縦断データ

を用いたさらなる検討が必要である。第２

に、本研究の対象者属性の偏りがある。対

象者は東京都内２区と限定され、かつ回答

率の低さから分析対象者数が少なく、選択

バイアスに繋がっている可能性は否定でき

ない。最後に、本研究では、父親と母親と

の関連を考慮していない。今後、子どもの

要因が父親ないし母親に及ぼす影響に加え

て、父親と母親との相互作用も同時に考慮

することで、家庭内のよりダイナミックな

関連を明らかにすることができる。しかし、

上記の限界を踏まえても、「未就学児を持つ
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日本人共働き世帯において、子どもの情

緒・行動問題が、父親・母親の精神的健康

および主観的幸福感に関連している可能性」

を示唆した本研究の意義は大きいと言える。

今後、子どもの情緒・行動問題と父親・母

親の精神的健康/主観的幸福感との関連の

背後にある心理社会的メカニズムの検討が

望まれる。 
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